
2025 年度事業計画書 

2025 年 4 月 1 日より 2026 年 3 月 31 日まで 
 

 

公益財団法人 マリア財団 

 

はじめに 

公益財団法人としての活動基盤の充実を図り、次代を担う子供たちの心身ともに健全

な発育、豊かな人間性と才能開発に資する活動に取り組んでいく。また、積極的な活動

を通して事業の維持・拡大を図り、目的の達成を目指していく。 

 

1. 幼児・児童教育を支援する個人・団体に対する助成（公１） 

子供たちの心身とも に健全な発育、豊かな人間性の育成と才能開発を図ることに

より、児童教育基盤がより充実したものになることを目指すために、新しい視点を

もった独創的な児童教育実践の研究への助成を行う。 

 

研究助成事業を例年どおり、以下の要項で行う。 

【応募資格】幼児・児童教育等に関する研究者、研究団体 

【助成内容】公募により申請された研究について、必要資金の全部または 一部を助成。 

1 件当たり 10 万円～30 万円 

年度内限度額 90 万円 

【応募方法】公募 

【募集期間】年に１回として選考委員会が定める。以下のス ケジュールを予定。 

7 月～9 月 ：公募、申請受付 

12 月 ：選考、支給先決定 

1 月 ：助成金支給者との書類等のやり取り 

2 月 ：支給 

 

【選考方法】選考委員会は、助成金の交付対象となるものを選考し、その結果 を理事

長に報告するものとする。また、選考委員会は、必要と認めるときは、申請者に対し

追加資料の提出を要求し、あるいは口頭の説明を求めることが できる。理事会は、

選考委員会の選考結果に基づき、助成対象者を決定する。理事会は決定にあたり、

必要に応じて選考委員の意見を聴取することができる。 

【審査の視点】審査においては、本事業の趣旨・目的に照らし、以下の基準を重視する。

原則として国内において、幼児・児童教育等に関する研究を行うものであること。 

① 研究計画の進め方が着実なものとなっており、当該研究の目的を達成するために

適切であるか。 

② 研究代表者の研究業績等に鑑み、その研究を遂行し、所期の成果をあげることが

期待できるか。 

③ 過度に特殊な事象研究に留まらず、一般性を持つ研究であり、その成果が 公益

のために貢献するものか。 



【選考委員会】助成金選考規定により 3 名から 5 名で構成する。 

※外部有識者 2 名と本法人理事長 1 名の 3 名を選考委員とする。 

 

 

2. 幼児・児童の教育及び健康に関する教室・講演会・セミナーの開催（公２） 

オンラインを含めた教室、講演会、セミナー、イベント等を開催する。本年度に

検討した児童向け AI 教育への取り組みについては、リソースの確保等に課題がある

状況だが、過去に実績のある体操、英会話等を含めて、幅広い幼児・児童とその家

族に貢献する取り組みを企画していく。 

 

 

3. 幼児・児童教育、施設開設に関する相談・支援事業（公３） 

こども家庭庁によると、待機児童の数は、5 年連続で過去最少となっているが、

“潜在的待機児童”や“保育士不足”の問題は解消していない。それらの問題の解消

のために、今年度も保育所に入所を希望する保護者へ適 切な助言を提供するととも

に、保育所設立を検討・準備している者に対しては、 設立に関する相談・支援事業を

行い保育所の設置を促進することで、社会への貢 献を目指す。 

 

 

(1) 幼児・児童の保護者向けの相談 

【相談員】 

・松原 英司（本法人理事長、ドレミ保育園理事長） 

・その他、有識者 

【内容】主として、その養育する幼児につき、保育所への入園を希望する保護 者や、

現在幼児を保育所に預けているものの、預けている保育所の利用に関して、専門家よ

り第三者的な助言を必要としている保護者を対象として、専門家の観点から助言、

指導を行い、これらの保護者らの不安の払拭や悩みの解消を図る。また、開催内容

をホームページで掲載し、より多くの保護者が問題解決を共有できるようにする。 

 

(2) 保育園設立相談・支援 

【相談員】 

・松原 英司（当法人理事長、ドレミ保育園理事長） 

【内容】保育園など幼児・児童施設の経営経験者、幼児・児童教育者などの経 験豊か

な者が、保育園設立に関する助言、アドバイスを行う。 

 

 

本年度は、以上の事業活動により目的達成を目指していく。 


